
地域を変えるための切り口 体制整備等 ／ 調査等 ／ 安全・安心な農産物生産 ／ 中山間地域振興 ／ 環境保全
目 担い手の育成 研修・訓練 ／ 労働力確保等 ／ 経営改善 ／ その他（狩猟者の確保）
的 農地の利用集積 遊休農地対策
別 生産基盤の整備 その他（侵入防止柵）

機械・施設の整備 施設導入 ／ 機械購入

実施主体別 市町村／農協／農業委員会／土地改良区／法人／任意団体／地域協議会

事業名 鳥獣被害防止総合対策事業（国庫・継続）
【鳥獣被害防止総合対策交付金】

アピール 鳥獣による農林水産物への被害を防止するための取組をソフト・ハード面か
ポイント ら総合的に支援する。

「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための 予算額（千円） 101,400
事 特別措置に関する法律」により市町村が作成する「被害
業 防止計画」に基づき、地域協議会等が実施する鳥獣被害 国 101,400
の 防止対策の取組等を総合的に支援する。 内
趣 県 －
旨 訳

その他 －

１ ソフト対策 補助率 標準事業費
事 （１）地域ぐるみの被害防止活動
業 ア 生息状況調査、捕獲機材の導入、捕獲・追払い、放 ソフト対策 ソフト対策
の 任果樹の除去、緩衝帯の整備等 定額 定額補助の
内 イ 広域柵の再編整備計画策定支援 1/2以内 限度額は50
容 ウ サル・クマ・鳥類の各複合対策（捕獲や追払いなど複数の取組） （鳥獣被害 万円～
等 エ 他地域の人材を活用した取組 対策実施隊 （鳥獣被害対

オ ＩＣＴ等新技術の活用(ＩＣＴを活用した捕獲や追払いなど複数の取組) が行う取組 策実施隊の捕
カ 集落点検の促進 等 は 定 額 獲有資格者数

（２）大規模緩衝帯の整備や一度に相当数を捕獲する誘導捕 （限度額あ な ど 体 制 に
獲柵わなの整備 り)） よって加算、

（３）ＩＣＴ等新技術実証 その他メニュ
（４）農業者団体等民間団体による被害防止活動 ーごとに設定
（５）ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組(販売拡大、搬入促進支援) あり）
（６）鳥獣被害対策実施隊の体制強化（実施隊員の人材育成、新規猟銃取得支援）
（７）捕獲サポート体制の構築
（８）ＩＣＴ活用による情報管理の効率化
（９）簡易的な集合埋設設備の設置等支援
（10）農林水産業に被害を及ぼす野生鳥獣の緊急的な捕獲

２ ハード対策 ハード対策
（１）侵入防止柵等の鳥獣被害防止施設の整備(既設柵の地際補強含む) 定額
（２）捕獲鳥獣の処理加工施設(食肉利用等施設等)の整備 1/2以内
（３）捕獲技術高度化施設（射撃場）の整備 （侵入防止
《事業実施主体》 柵の資材費
①ソフト対策：地域協議会（市町村ほか関係機関で構成） のみの場合
②ハード対策：地域協議会等（地域協議会又はその構成員） は定額）

【採択要件】

１ 被害防止計画が作成されていること又は作成されることが確実に見込まれること。

２ 有害捕獲、被害防除及び生息環境管理のうち生息環境管理を含めた複数の取組が行わ

れていること又は行われることが確実に見込まれること。 等

【令和７年度実施計画等】２１地域協議会

実施期間 令和６～８年度 担 当 農林水産政策課 産業技術・防疫グループ
（内線５０４２、直通０１７－７３４－９７０２）
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地域を変えるための切り口 体制整備等 ／ 調査等 ／地域の活性化 ／ 中山間地域振興 ／ 環境保全
目 ６次産業化の推進 加工・販売促進 ／ 地産地消 ／ 農泊
的 農地の利用集積 遊休農地対策
別 生産基盤の整備 ほ場整備 ／ 暗渠排水・客土 ／ 用排水路

機械・施設の整備 施設導入
実施主体別 県 ／ 市町村 ／ 法人 ／ 地域協議会 ／ 農林漁業者の組織する団体等

事業名 農山漁村振興交付金（国庫・継続）

アピール 農山漁村において、「しごと」「くらし」「活力」「土地利用」の観点から農
ポイント 村振興政策を総合的に推進し、関係人口の創出・拡大、農林水産業に関わる地

域のコミュニティの維持と農山漁村の活性化及び自立化を支援する。

農山漁村がもつ豊かな自然や「食」等の多様な地域資源 予算額（千円） 国直接採択
事 を、農業やその関連産業のみならず、観光、福祉、教育等
業 にも活用することにより、農山漁村における就業の場の確 国 7,389,000
の 保、所得の向上及び雇用の増大を実現し、地域活性化を図 内
趣 る。 県 －
旨 訳

その他 －

１ 事業内容 補助率 標準事業費
事 （１）地域資源活用価値創出対策
業 多様な地域資源を活用し、農山漁村における所得と雇用 定額 ※県経由
の 機会の確保を図る取組等を支援 1/2等
内 （２）地域資源活用価値創出推進・整備事業（農泊推進型）
容 観光コンテンツの磨き上げ、国内外へのプロモーション、
等 古民家を活用した滞在施設の整備等を支援

（３）地域資源活用価値創出推進・整備事業（農福連携型）
障がい者等の農林水産業に関する技術習得やユニバーサル

農園の開設、障がい者等が作業に携わる施設整備等を支援
（４）中山間地農業推進対策

中山間地域等での収益力向上等に向けた取組や農村型地 ※県経由
域運営組織（農村ＲＭＯ）の形成等を支援

（５）最適土地利用総合対策
農用地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な土 ※県経由

地利用構想の策定やその実現に必要な取組等を支援
（６）山村活性化対策

振興山村での地域資源の活用等による地域経済の活性化
を図る取組を支援

（７）情報通信環境整備対策
農業農村インフラ管理や地域活性化等に必要な情報通信 ※県経由

環境の整備を支援
（８）都市農業機能発揮対策

農業体験や農地の周辺環境対策、防災機能の強化、都市
部の空閑地を活用した農地や農的空間の創出の取組等を支援

《事業実施主体》
都道府県、市町村、地域協議会、農林漁業者の組織する団体等

【採択要件】
関連する計画を策定すること。 等

実施期間 平成２８年度～ 担 当 構造政策課 農村活性化グループ
（内線５０６２、直通０１７－７３４－９５３４）
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地域を変えるための切り口 体制整備等 ／ 調査等 ／ 地域の活性化 ／ 中山間地域振興 ／ 環境保全 ／
目 ６次産業化の推進 加工・販売促進 ／ 地産地消 ／
的 担い手の育成 集落営農
別 農地の利用集積 遊休農地対策

実施主体別 県 ／ 市町村 ／ 地域協議会

事業名 元気な地域創出モデル支援事業（国庫・新規）
【中山間地農業ルネッサンス推進事業 元気な地域創出モデル支援】

アピール 中山間地農業を地域活性化につなげるための取組を支援する。
ポイント

中山間地農業を元気にするため、収益力向上、販売力強 予算額（千円） 3,957
事 化、生活支援等に関する具体的な取組、デジタル技術の導
業 入・定着を後押しすることで、農業生産活動を地域活性化 国 3,957
の につなげる優良事例創出を推進する。 内
趣 県 －
旨 訳

その他 －

１ 収益力向上に関する取組 補助率 標準事業費
事 野菜、果樹、花き等の高収益作物の導入、生産、販売や鳥
業 獣被害対策等による収益力向上 定額 上限1,000
の 万円
内 ２ 販売力強化に関する取組 (最大3年)
容 高品質作物の導入、品質向上、加工、ブランド化等により
等 農産品の付加価値を高めて販売力を強化

３ 農用地保全に関する取組
棚田地域を含む農用地保全・振興に関する多様な取組の実

践

４ 複合経営に関する取組
農業、畜産、林業も含めた多様な組合せによる複合経営及

び農業と他の仕事を組み合わせた半農半Ｘの実践

５ 生活支援に関する取組
農村地域における生活支援の取組

【令和７年度実施計画等】
平川市古懸集落

実施期間 令和７～９年度 担 当 構造政策課 農村活性化グループ
（内線５０６２、直通０１７－７３４－９５３４）
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目 地域を変えるための切り口 調査等 ／ 中山間地域振興
的 農地の利用集積 遊休農地対策
別 生産基盤の整備 ほ場整備 ／ 暗渠排水・客土 ／ 用排水路 ／ その他（農道）

実施主体別 県

事業名 中山間地域総合整備事業（国庫・継続）
【農山漁村地域整備交付金、中山間地域農業農村総合整備事業】

アピール 立地条件の悪い中山間地域において、多様なメニューに取り組むことができ、
ポイント 総合的に整備を行うことができる。

過疎化や高齢化が進行している中山間地域において、立 予算額（千円） 948,106
事 地条件に沿った農業生産基盤の整備や生産・販売施設等と
業 定住を促進するための生活環境基盤の整備を総合的に実施 国 521,458
の し、農業・農村の活性化や新たな就業機会の創出などを図 内
趣 るとともに、国土・環境の保全等に資する。 県 307,183
旨 訳

その他 119,465

１ 農業生産基盤整備事業 補助率 標準事業費
事 （１）農業用用排水施設整備 （２）農道整備 （３）ほ場整備

業 （４）農用地開発 （５）農地防災 （６）客土 （７）暗きょ排水 国 －
の （８）農用地の改良又は保全 （９）土地基盤の再編・整序化 55.0%
内 （10）埋蔵文化財調査

容 ２ 農村振興環境整備事業 県
等 （１）農業集落道整備 （２）営農飲雑用水施設整備 32.0%

（３）農業集落防災安全施設整備（４）用地整備 ～
（５）生産・販売・交流・農泊等施設整備 27.5%
（６）情報基盤施設整備

（７）農業施設新設・移設・補強・集約・環境整備

（８）農村資源利活用推進施設整備

（９）交換分合

《事業実施主体》
県

【採択要件】

１ 過疎法、山村振興法、離島振興法、半島振興法、特定農山村法による指定を受けた市

町村またはこれに準ずる市町村において、農業生産基盤整備事業を実施する地域では、

・農用地の主傾斜がおおむね１／１００以上の面積が50％以上を占める地域

・林野率が50％以上を占める地域

であること。

２ 棚田地域振興法に基づき指定された指定棚田地域を含む市町村であること。

【令和７年度実施計画等】

１ 実施地区数：８地区

２ 関係市町村：三戸町他９町村

実施期間 平成２年度～ 担 当 農村整備課 農村環境整備グループ
（内線４８８９、直通０１７－７３４－９５５５）
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目 地域を変えるための切り口 調査等 ／ 中山間地域振興
的 農地の利用集積 遊休農地対策
別

実施主体別 県

事業名 中山間ふるさと水と土保全対策事業（その他・継続）

アピール 基金の運用益等を活用し、人材育成、施設や農地の利活用等の住民活動の活
ポイント 性化が図られる。

土地改良施設や農地の有する多面的機能の良好な発揮 予算額（千円） 10,732
事 と、それらの施設を通じて行われる地域住民活動の活性化
業 を図るため、活動を推進・支援する。 国 －
の 内
趣 県 10,732
旨 訳

その他 －

１ 調査研究事業 補助率 標準事業費
事 地域住民が行う土地改良施設や農地の機能強化及び保全活
業 動に関する基本的対策の作成及びこれに要する調査 － －
の
内 ２ 研修事業
容 地域住民活動をリードする指導者を育成するための研修会
等 への派遣等

３ 推進事業
（１）地域住民が行う保全活動等への支援
（２）地域の未来を担う子供たちに、農村環境や農業用施設を

保全することの重要性を学ばせるための体験学習会を支援
（３）地域が行う清掃キャンペーン等への支援
（４）地域住民が行う土地改良施設の維持・保全活動への支援

《事業実施主体》
県

【採択要件】

以下のいずれかに該当する市町村における活動で、支援を受ける活動が地域住民活動の活

性化に関する推進指導及び助言等を行う人材が指導するものであること。

①過疎法、山村振興法、半島振興法、又は特定農山村法の指定地域を含む市町村

②市町村基金を設置している市町村

※①又は②に該当する場合に、事業対象となる。

（藤崎町、おいらせ町、階上町を除く全市町村）

【令和７年度実施計画】

１ 調査研究事業：なし

２ 研修事業：全国研修会への派遣、県内研修会の開催等

３ 推進事業：支援予定地区数29団体、運営委員会の開催、関係誌の購入配付、

県主体啓発普及事業の実施等

実施期間 平成５年度～ 担 当 農村整備課 農村環境整備グループ
（内線４８８８、直通０１７－７３４－９５５５）
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目 地域を変えるための切り口 中山間地域振興 ／ 環境保全
的 農地の利用集積 遊休農地対策
別

実施主体別 県

事業名 中山間ふるさと水と土保全推進事業（その他・継続）

アピール 基金の運用益等を活用し、都市住民・ボランティアと連携した住民活動によ

ポイント り棚田の保全が図られる。

従来の中山間地域対策では対応しきれない急傾斜地水田 予算額（千円） 1,327

事 等（いわゆる棚田地域等）を対象に、農業生産機能や環境

業 保全機能の維持を図るための保全活動等を支援する。 国 －

の 内

趣 県 1,327

旨 訳

その他 －

１ 保全ネットワーク推進事業 補助率 標準事業費

事 棚田の保全利活用に対する県民の理解の醸成、棚田地域で

業 の農作業体験、保全活動に関心のある都市住民の登録派遣、 － －

の 情報提供

内

容 ２ 保全活動推進事業

等 保全利活用活動計画策定、指導者育成研修、地域住民に対

する啓発普及等

３ 保全活動支援事業

住民組織が行う保全活動に要した経費等の助成

《事業実施主体》

県

【採択要件】

当該地域の全農地面積の1/2以上を主傾斜1/20以上の農地面積が占める地域

【令和７年度実施計画】

１ 保全ネットワーク推進事業：棚田サミット参加、各種広報媒体制作

２ 保全活動推進事業：普及・啓発誌の購入配付等、体験学習会開催

３ 保全活動支援事業：なし

実施期間 平成１１年度～ 担 当 農村整備課 農村環境整備グループ

（内線４８８８、直通０１７－７３４－９５５５）
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目 農地の利用集積 農地売買・貸借 ／ 規模拡大・集団化 ／ 遊休農地対策
的
別

実施主体別 公益社団法人あおもり農業支援センター

事業名 農地中間管理事業（国庫・継続）

アピール （公社）あおもり農業支援センター（農地中間管理機構）が借り受けた農地

ポイント を、担い手は支援センターからまとまった形で借り受けることができる。

特例事業として実施する売買事業では、農地所有者は売渡代金を確実に受け

取ることができるほか、税制面の優遇措置が受けられる。

農業経営の規模拡大や農地の集団化等によって農業の生 予算額（千円） 245,387

事 産性の向上を図るために、（公社）あおもり農業支援セン

業 ターが農地の貸借及び売買を行う。 国 188,212

の 内

趣 県 57,175

旨 訳

その他 －

１ 農地中間管理事業（貸借） 補助率 標準事業費

事 （１）農地を支援センターが借り受け、担い手農家等に貸付け

業 （２）必要な場合には基盤整備等を実施 － －

の

内 ２ 農地売買等事業（特例事業）（売買）

容 支援センターが農地を買い入れ、売渡し（即売）

等

【条件】

１ 農地中間管理事業

（１）地域計画の区域内

支援センターは、市町村が策定した地域計画の実現に資するよう目標地図に位置付

けられた担い手等に農地を貸し付ける。

また、地域計画の変更が行われることが確実と市町村が認める場合は、目標地図に

位置付けられた担い手等以外にも貸し付けることができる。

（２）地域計画の区域外

農業委員会の要請等による促進計画案の提出があった場合、その計画案の担い手等

に農地を貸し付けることができる。

２ 農地売買等事業

即売の売渡先は、地域計画に位置付けられた者（地域計画の変更により位置付けられ

ることが確実な者）、認定農業者、認定新規就農者、基本構想水準到達者であること。

実施期間 平成２６年度～ 担 当 構造政策課 農地活用促進グループ

（内線５０５４、直通０１７－７３４－９４６２）
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目 農地の利用集積 遊休農地対策
的 生産基盤の整備 ほ場整備 ／ 暗渠排水・客土 ／ 用排水路
別 機械・施設の整備 施設導入

実施主体別 県 ／ 市町村 ／ 法人 ／ 地域協議会等

事業名 農山漁村振興交付金のうち最適土地利用総合対策（国庫・継続）

アピール 中山間地域等における遊休農地の解消と農用地保全に必要な粗放的な土地利
ポイント 用等を支援する。

地域ぐるみの話し合いにより、営農を続けて守るべき農 予算額（千円） 国直接採択
事 地、粗放的利用を行う農地等を区分し、実証的な取組を行
業 いつつ、土地利用構想を策定し、その実現に必要な農地保 国 15,000
の 全のための活動（粗放的利用等）を支援することで、農用 内
趣 地の保全を図る。 県 －
旨 訳

その他 －

１ 事業内容 補助率 標準事業費
事 （１）最適土地利用推進事業
業 ア 土地利用構想の概定 定額等 ※県経由
の イ 実証事業
内 ウ 土地利用構想の実現に必要な調査・計画に関する取組
容 エ 省力化機械の導入（自走式草刈機等）
等 リース期間相当のリース物件購入価格（税抜）を支援

オ 粗放的利用体制整備
粗放的利用（放牧、蜜源・緑肥・省力作物の作付け、
鳥獣害防止の緩衝帯整備、ビオトープの整備、計画的
な植林）に係る管理経費等の支援

カ 農用地保全推進員（コーディネーター）の設置
（活性化計画の策定が要件）

（２）最適土地利用整備事業 5.5/10
ア 粗放的利用のための条件整備

補助対象：刈払・伐根、集積・運搬、除礫、耕起・整地、
土壌改良、放牧に必要な整備（電気牧柵等）

イ 農用地保全のための基盤整備
補助対象：用排水施設、農道、暗きょ排水、客土、区画整

備等
ウ 農用地保全のための農業環境整備

補助対象：トイレ、農機具収納施設、農業用ハウス

《事業実施主体》
都道府県、市町村、農業委員会、農協、土地改良区、地域協
議会、地域運営組織等

【採択要件】
（１）事業開始から３年以内に「土地利用構想」を策定すること。
（２）農用地の粗放的利用の取組を１つ以上行うこと 等

実施期間 令和４年度～ 担 当 構造政策課 農地活用促進グループ
（内線５０５５、直通０１７－７３４－９４６２）
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目 農地の利用集積 遊休農地対策

的

別

実施主体別 市町村 ／ 農協 ／ 任意団体

事業名 果樹放任園発生防止等対策事業（県単・継続）

アピール 果樹の放任樹の処理ができる。

ポイント

果樹の主要病害虫のまん延防止のため、感染源となる放 予算額（千円） 25,741

事 任樹処理対策を実施するとともに、病害虫発生予察などに

業 よる防除対策の推進により、果樹園の生産力向上を図る。 国 －

の 内

趣 県 25,741

旨 訳

その他 －

１ 放任樹処理対策 補助率 標準事業費

事 伐採、抜根、排根、整地、処分等に係る人夫の雇用、機械

業 の借上げ、委託、機械等の燃料の購入に要する経費 １の事 －

の (伐採を伴わない場合は補助対象外) 業

内 1/ 2又

容 ２ 放任園発生防止等対策指導 は

等 （１）病害虫発生防止 58,756

対策本部の設置運営、研修会及び一斉点検等の開催 円/10a

（２）放任園発生防止 のいず

発生状況調査、現地指導及び広報活動 れか低

い額

《事業実施主体》

１の取組 ２の事

市町村、農業協同組合、営農集団、認定農業者等 業

※農業協同組合、営農集団、認定農業者等は、市町村からの 1/ 2以

間接補助 内

２の取組

市町村

【採択要件】

放任園発生防止等対策指導については、対象市町村の栽培面積がりんごはおおむね100ha

以上、その他特産果樹はおおむね５ha以上であること。

【令和７年度実施計画等】

青森市、弘前市、黒石市、平川市、五所川原市、つがる市ほか

実施期間 令和４～８年度 担 当 りんご果樹課 流通加工グループ
（内線５１５１、直通０１７－７３４－９４９２）
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